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研究成果の概要（和文）：教育の情報化・国際化を背景に、教育の個別化、特に主体的に情報を入手して応用し
ながら課題を解決する能動的教育の重要性が高まっている。本研究では、教室空間のICT（情報コミュニケーシ
ョン技術）化、アクティブ・ラーニング教室や学習拠点となる図書・メディアセンターの整備など、能動的教育
のためのICT設備や施設・空間を有する国内外の先進的な学校施設の調査（日本、英国、米国）により、教育の
国際化・情報化に対応した教育・運営システムや施設・空間の実態を明らかにし、さらにそれをバックアップす
る教育制度・システムや発注手法にも着目し、これからの学校施設計画に参考になりうる総合的な計画指針を得
ることができた。

研究成果の概要（英文）：The importance of information and internationalization and individualization
 in education, especially active learning education to solve problems while acquiring and applying 
positive information is growing. In this research, we've surveyed on most advanced school facilities
 in Japan, UK, USA corresponding to the internationalization and information in education including 
ICT facilities for active learning education such as ICT (Information Communication Technology) in 
classroom space, active / learning classroom and library media center as learning base. We also 
focused on methods, educational system, procurement system,  and make comprehensive planning 
guidelines that could be helpful for future school facility planning. 

研究分野： 建築計画

キーワード： 教育の情報化・国際化　能動的教育　教室空間のICT化　アクティブ・ラーニング教室　図書・メディア
センター　先進的な学校施設　米国　英国
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
近年、我が国では国際的に活躍するグローバ

ル人材の育成が急務となっている。これらは

単に語学力を身につけるだけではなく、自ら

考え行動しながらコミュニケーションして

いく能力の育成が求められる。そのためには

知識を一方的に受け取る従来型の受動的教

育ではなく、主体的に情報を入手し、それを

応用しながら課題を解決する創造的な学習

を中心にした能動的教育による教育の個別

化 が 求 め ら れ る 。 PBL （ Project Based 

Learning／課題解決型学習）や Active 

Learning（能動型学習）は、そのための効果

的な学習方法であり、欧米先進諸国では初等

教育から積極的に取り入れられ成果をあげ

てきている。一方、我が国では、インターナ

ショナルスクールや教育特区により設立さ

れた英語イマージョン教育校など特殊な学

校には効果的な語学教育はもとよりPBLが積

極的に導入されているが、高等教育では

Active Learning を導入する動きが見られる

がまだ事例が少なく、また初等・中等教育で

は文部科学省の主導で 2000 年以降段階的に

進められてきた「調べ学習」などの総合学習

導入により PBL が取り入れられてきたが、時

間数が極めて少なく、教科学習に組み込まれ

ていないので効果が少ない。また語学教育に

関しては、小・中学校では 2008 年度の新学

習指導要領が示す「外国語活動」の必修化が

進められているが、欧米諸国はおろかアジア

新興国と比べても遅れている。またこれらの

能動的教育や語学教育を効果的に進めてい

くには、教室空間の ICT（情報コミュニケー

ション技術）化、語学専用教室の設置、学習・

情報拠点としての図書・メディアセンターの

機能拡張など、施設・空間整備も求められる。 

 海外に目を向けると、官民共同で設立され

た PfS（Partnerships for Schools）により

2005〜2010 年まで進められた BSF（Building 

School for the Future）や国の主導で 2003

年よりパイロットプロジェクトが進められ

た Classrooms of the Future など英国の先

進的な教育・施設づくりが注目できる。また

英国ではブレア政権下の 1999 年より 10年間

に学校のICT化を進めるための施設整備を全

国的に幼稚園から高等学校までのすべての

ステージで急速に進め、ほぼその基盤を確立

しており教育や学校施設のICT化では世界を

リードしている。一方、米国では従来から児

童・生徒の主体的学習を支援するための PBL

が学習の中心となっており、また教育への

ICT 活用も世界的に最も進んでおり、情報拠

点としての図書・メディアセンターを学校の

中心に位置づけ、また各教室内にもコンピュ

ータや情報機器を整備してきた。近年では

2009 年より特に STEM 分野（理系・工学）へ

の ICT 化の促進のための施策を IT 企業との

連携により強力に進めている。また北欧諸国

も学校の ICT 化が進んでいる。 

 
２．研究の目的 
本研究課題に関して科学研究費交付期間内

に以下の目的を具体的な達成目標とする。 

（１）文献・資料調査：これまで関連する文

献や資料を収集し、また我々が行ってきた調

査研究の再整理・分析も行いながら、全体的

なコンテクストを把握する。まず調査対象国

の米国と英国の教育制度概要と歴史的変遷、

学校施設整備に関するガイドライン、教育・

施設面における近年の動向と諸政策、そして

それに伴う新しい施設改革の動向を把握し、

整理・分析を行う。 

（２）現地調査：調査対象国（米国と英国）

の専門家・研究者の協力により、具体的な実

地調査対象地域と調査対象校の選定、調査内

容・方法策定を行った上で行う。なおこれま

での行ってきた調査研究の成果も踏まえ、調

査対象校は、主として 2000 年以降のパイロ

ット・プロジェクトや新しい施策によって建

てられた学校を対象とし、教育・運営方法、

施設・空間利用、計画プロセス・手法、施設



維持管理などを、学校関係者や設計・計画者

などへのヒアリングや施設調査など具体的

かつ詳細に把握することを目的とする。 

３．研究の方法 

現地調査は、校長や学校関係者、または設計

者や自治体の管理者へのヒアリング、特徴的

な教室の家具プロット及び授業観察を行う。

文献調査は各国の教育事情の変遷、現状の取

り組みや施設計画などの情報について、各ホ

ームページや資料集、視察時に頂いた資料な

どを元に情報整理を行なう。なお初年度

（2015 年度）には英国での現地調査を行った。

調査の際には現地の研究協力者と連携し、情

報・意見交換を行うとともに実地調査を行っ

た。また翌年（2016 年度）の米国調査の準備

として、文献調査や現地の研究協力者からの

情報収集等も行った。2016 年度は米国での現

地調査を実施した。2017 年度は再度英国での

現地調査を行うとともに、3年間の調査研究

成果をまとめ、総合的な分析・考察を行った。 

 

４．研究成果 

4−1.2015 年度英国調査 

学校建築の改革においてイギリスの学校建

築は大きく関わってきた。特に Eveline Lowe 

Primary School（1965）と並んでイギリスの

インフォーマル教育のモデル校として有名

なハンプシャー州の Guillemont County 

Junior School（1976） は多様な学習スペー

スの連続的で開放的なつながりなど、従来 

の学校建築にない先進的なものでイギリス

国内のみならず我が国にも大きな影響を与

えた。その後も多くの革新的な学校建築が登

場しており、国内外に強い影響を与えてきて

いる。なおハンプシャー州はロンドンの南西

に位置するイギリス最大の州で有能なカウ

ンティ・アーキテクト陣が学校建築をはじめ

質の高い公共建築をデザインしている。2015

年度の調査では、ハンプシャー州の主として

最近の小学校建築のデザイン・計画上の特徴

や傾向を探ることを目的とした。調査に際し

ては、ハンプシャー州の施設設計・管理部 

局に調査校の選定を依頼した。調査校はいず

れも最近建設された新しい学校で、RIBA 

Award を受賞するなどそのデザインの質が

国内で高く評価されている。 

・平面計画・空間構成：校舎は教室ユニット

などで分節され中庭を中心に配置されてい

る。図書館や共有の学習スペースは教室から

のアクセスしやすい場所に配置され、オープ

ンで気軽に出入りしやすいようにしている。

ホールは比較的独立した場所に配置。空間が

有機的に連続する以前の調査校より明確で

リジットな空間構成となっている。 

・外部・内部のデザイン：周辺環境にも配慮

して外観は切妻屋根で低層校舎、外装材も木

やレンガなど自然素材で落ち着いたものを

使用。一方でインテリア（内装材や家具など）

はカラフルでユニークなデザイン。教室など

は独立しているが、ガラス間仕切りなどによ

り空間の連続性や視認性を確保。以前の調査

校と比べると外部は同様だが、内部はよりデ

ザイン・色を重視している傾向がある。 

・教室計画・レイアウト：教室空間はセルフ・

コンテインドで独立してしっかり確保する

傾向。学年によっても少し異なるが机が置か

れている一般学習スペース以外に、流しなど

の作業コーナー、本棚が置かれた読書コー 

ナー、児童が集まる床座コーナーなど多様な

コーナーから構成。なお以前の調査校は固定

的な独立型教室ではなく、さまざまな学習空

間が有機的に連続しており、変化が見られる。 

・教室やその他の学習空間の使われ方：教室

計画にも反映されているように、以前の調査

校に比べるとクラスや学年を超えた授業連

携は少なく、教室内で完結することが多いが、

図書館や共有の学習スペースの利用も頻繁

にあり、教室内外を問わず個別・グループ学

習が中心である。 

 



4−2.2016 年度米国調査 

アメリカにおける学校建築は産業革命以降、

様々なタイプが生まれ、戦後のオープンプラ

ンスクールはグループ学習とティームティー

チングを促進するとして世界的に流行した。

しかし、その新しい学習空間は騒音等様々 

な問題が取り沙汰され、次第に教室は再び個

室化される。その後、1960 年代に図書館に

様々な機能を持たせたメディアセンターが誕

生したことを皮切りに、その後も情報技術を

取り入れた先端的な教育空間が学校建築の計

画へ影響を及ぼしている。近年のアメリカは、

教育目標に科学的思考力の育成や問題解決力

の育成を掲げ、STEAM教育を軸としながら、芸

術科目を含む他教科同士の融合を積極的に進

めている。2016 年度ではアメリカの多様な教

育手法・空間について分析・考察を行うこと

で、今後の日本の学習空間の計画指針を得る

ことを目的とした。アメリカテキサス州・カ

リフォルニア州において情報化に対応した学

習空間を備えた先進的な学校を選定し、調査

を行った。 

・学校の規模：今回訪問した学校中、特にSCHS 

は全校生徒2500 人、46451 ㎡の面積を持つ大

規模校であるが、４つのクラスターに分割し

て他の高校と同程度の単位にすることで、監

督の上の工夫が見られた。 

・教育上の特徴：各校一斉講義型の受動的な

授業とグループ形式で能動的に学習させる授

業を組み合わせて行っていた。HTH、HTEM、HTE 

は同系列の学校であり、STEAM 教育の推進に

力を入れている。空間面でも異なる教科の授

業を行っている教室同士を連結させて、融合

的な学習が出来るような工夫が見られた。ま

たSCHS でも、講義室と隣接したワークスペー

スを併用して授業を行うなど、空間を柔軟に

使った学習が行われていた。 

・校舎デザインの工夫：SCHS、KJG は校舎中

央に吹抜けを設け、そこにメディアセンター

やプレゼンテーションスペースを配置するこ

とで気軽に生徒が利用できる工夫がされてい

た。天井や床に吸音の設備や素材を用いるこ

とで騒音の拡散を防止していた。またHTH の

メインストリートは、自由に制作物を掲示で

きるように天井や壁が設えられていたり、教

室内部がよくわかるようにガラス壁が用いら

れるなどと、移動空間でも生徒の好奇心や学

習意欲に刺激を与える試みが見られた。 

・学習空間の計画・構成の特徴： 小中学校で

あるHTEM、HTE では教室空間を広めにとって

様々な授業に対応できるようにしたり、家具

を多種揃えて生徒各々の学習スタイルに合わ

せたりと、教室空間の充実が見られた。また

教室同士を連結させたり廊下のアルコーヴを

合わせて使えたりできるよう、建具に工夫が

あった。特にTHES は教室群の中心に広いワー

クスペースを設け、教室と一体的に使えるよ

う、ロールアップドアを採用している。一方

高校のNTHS では、広いワークスペースを中心

に配置し、少人数で利用できる学習コーナー

を廊下に複数散在させることで、自主学習を

促していた。SCHSやNTHS のワークスペースに

は特に教材は置かれておらず、生徒が自身の

PC やタブレット端末を持ち込んで学習する

ため、電源の有無や位置が学習空間の使いや

すさや人の集まり方に関与していた。このこ

とから、広いワークスペースを効率良く利用

できるようにするためには、計画の段階で、

電源の位置を配慮する必要がある。 

 

4−3.2017年度英国調査 

2017 年度も2015 年度と同様にイギリス・ハ

ンプシャー州で調査を実施した。2015 年度は

比較的新しい学校建築の調査を行ったが、

2017 年度はGuillemont County Junior 

School をはじめ、ハンプシャー州の歴史的な

名作建築の現状に焦点を当て、これまで筆者

らが調査してきたハンプシャー州の学校建築

とも比較しながら、その小学校建築のデザイ



ン・計画上の特徴や変遷・現状を探ることを

目的とした。 

・平面計画・空間構成：1970 〜90年代のハン

プシャーの学校建築は教室が連続的でオープ

ンにつながる校舎を特徴としていたが、増改

築の際にも2000年以降は音やプライバシーな

どへの配慮から比較的教室を独立させる傾向

にある。Guillemont County Junior 

School でも新たに間仕切りを設けて、オープ

ンな空間構成を変えている。ただ学年によっ

て開放性を確保するなどフレキシブルな学習

形態に対応させている。Woodlea Primary 

School やGreat Binfield Primary School な

どオープンな空間をそのまま活用する事例も

ある。 

・教室計画・レイアウト：近年、教室空間は

セルフ・コンテインドで独立してしっかり確

保する傾向があるが、教室内はグループ学習

用の机配置になっている。低学年は一般学習

スペース以外に、多様なコーナーから構成さ

れている。また新しい学校や増改築校舎でも

教室に隣接して個別・グループ学習用のワー

クスペースやグループルームを設置する事例

が多い。 

３）教室やその他の学習空間の使われ方：以

前に比べるとクラスや学年を超えた授業連携

は少なく、教室内で完結することが多いが、

図書館やワークスペース・グループルームの

利用も頻繁にあり、教室内外を問わず個別・ 

グループ学習が中心である。 
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